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はじめにはじめにはじめにはじめに    

 

 公共工事は、調達時点で品質を確認できる物品の購入とは基本的に異なり、施工者の技

術力等により品質が左右される。そのため、発注者は、個々の工事の内容に応じて適切な

技術力を持つ企業を競争参加者として選定するとともに、技術力を評価した落札者の決定

や適切な監督・検査等の実施により公共工事の品質を確保する必要がある。 

 また、現下の我が国の厳しい財政状況を背景に、公共投資の削減が続けられてきた結果、

不適格業者の参入によるいわゆるダンピング受注の発生や、不良工事の発生など、公共工

事の品質確保についての懸念が高まってきている。 

 このような背景を踏まえ、「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が平成１７年３月

に成立し、４月より施行された。本法律では、公共工事の品質は、「経済性に配慮しつつ価

格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされるこ

とにより、確保されなければならない」と規定されている。 

 一方、国においては、平成１１年度より大規模かつ難易度の高い工事を対象に、ライフ

サイクルコストを含めた総合的なコスト、工事目的物の性能・機能、環境の維持や交通の

確保等の社会的要請事項に関する技術提案を入札者に求め、これらと価格を総合的に考慮

して落札者を決定する総合評価方式を試行してきたところである。今後、公共工事の品質

確保の促進を図るために、総合評価方式を活用していく必要がある。 

 国土交通省国土技術政策総合研究所においては、総合評価方式のより一層の活用促進を

図ることを目的に、平成１７年５月に「公共工事における総合評価方式活用検討委員会」（委

員長：東京大学大学院工学系研究科 小澤一雅教授）を設置し、より規模の小さな工事や

より難易度の低い工事においても総合評価方式を活用する観点から検討を進めてきた。こ

の「公共工事における総合評価方式活用ガイドライン」は、検討委員会の成果をとりまと

めたものである。 

 本ガイドラインが、国の公共工事発注に携わる現場の担当者に参考となるとともに、地

方自治体における公共工事発注に携わる担当者にとって今後の入札・契約業務の一助とな

れば幸いである。 
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公共工事における総合評価方式活用検討委員会公共工事における総合評価方式活用検討委員会公共工事における総合評価方式活用検討委員会公共工事における総合評価方式活用検討委員会    

 

委委委委    員員員員    名名名名    簿簿簿簿    
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  委 員    福田 昌史  高知工科大学 客員教授 

  委 員    渡邊 法美  高知工科大学フロンティア工学教室 助教授 

  委 員  淺沼 健一  （社）全国建設業協会 副会長 

                （（株）淺沼組 代表取締役社長） 

  委 員  絹川 治   （社）全国建設業協会 理事 

                （公成建設（株） 代表取締役会長） 

  委 員    三浦 隆      東京都建設局総務部技術管理課長 
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  委 員  中村 俊行  国土交通省国土技術政策総合研究所 

総合技術政策研究センター長 （第１回まで） 

       西川 和廣  国土交通省国土技術政策総合研究所 

総合技術政策研究センター長 （第２回から） 

 

（事務局） 国土交通省国土技術政策総合研究所 
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１．総合評価方式の概要１．総合評価方式の概要１．総合評価方式の概要１．総合評価方式の概要    

 

１－１１－１１－１１－１    総合評価方式適用の意義総合評価方式適用の意義総合評価方式適用の意義総合評価方式適用の意義    

 公共工事の品質確保にあたっては、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素を考

慮する必要があり、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約とする総合評価方式を

適用することが重要となる。総合評価方式の適用は、以下の効果を有しており、現在

及び将来における国民の利益となる。 

  ・ライフサイクルコストを含めた総合的なコストの低減 

・工事目的物の性能、機能の向上 

  ・環境の維持、交通の確保、安全対策等の社会的要請事項への対応 

  ・事業効果の早期発現 

  ・工事の円滑な実施 

【解説】 

 現在、大多数の公共工事の入札・契約において用いられている価格競争方式では、

下記の問題点が顕在化している。総合評価方式を適用することにより、これら問題点

に対し、一定の効果が期待されている。 

 ・低価格入札による不良不適格業者の参入による、 

    － 工事の品質低下の懸念 

    － 優良な民間事業者の疲弊 

    － 賃金不払い・労働条件の悪化 等 

 ・技術力の確保・向上のインセンティブが働かない 

 ・談合問題 

 

総合評価方式は、従来の価格のみの競争による方式とは異なり、価格と価格以外の

要素を総合的に評価して落札者を決定する方式である。平成１２年３月には大蔵大臣

（現財務大臣）と工事に関する入札に係る総合評価落札方式について包括協議が整い、

さらに国の公共工事発注機関による「工事に関する入札に係る総合評価落札方式の標

準ガイドライン」がとりまとめられ、国土交通省においては一般競争入札や公募型指

名競争入札の対象工事に適用している。また、地方自治体においても平成１１年２月

の地方自治法施行令改正に伴い、一部の地方自治体においては総合評価方式の導入が

進められている。 

  

一方、昨今の我が国の厳しい財政状況の下、公共投資の削減が続けられてきた結果、

不良不適格業者の参入によるいわゆるダンピング受注の発生や、不良工事の発生など、

公共工事の品質確保についての懸念が高まってきたことを背景として、「公共工事の品

質確保の促進に関する法律」（以下、「品確法」という。）が平成１７年４月より施行さ

れた。本法律では、公共工事の品質は、「経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素を
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も考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保さ

れなければならない」と規定されている。これは、従来、価格のみの競争が原則とさ

れてきたが、いわゆる「安物買いの銭失い」の例えにあるように、単に安い調達を目

指すことが国民によって最大の利益をもたらすものではなく、国民から見て公共工事

を最も価値（Best Value）のあるものとするためには、価格と品質の両面で総合的に

優れた調達を追求していく必要があるという考え方に依っている。 

 

国民にとって最も有利な調達を行うためには、まず一義的にはより価値の高いもの

を目指すことが求められる。特に、工事規模が大きく、難易度が高い工事では、発注

者が示す標準的な仕様に対して技術提案の余地が大きく、企業の優れた技術力を活用

することにより公共工事の価値（Value）を高めることができる。その結果、国民にと

っては、総合的なコストの低減、工事目的物の性能・機能の向上、環境の維持や交通

の確保といった社会的要請の高い事項への対応等のメリットを享受できる。 

 

また、最近では公共工事における不良工事が増加する傾向にあり、施工不良に伴う

補修工事等により通行を規制する、あるいは供用開始時期が遅れる等の社会的便益の

損失が大きい事例も見受けられる。工事規模が小さいものや難易度が低い工事におい

ては、技術提案の余地が小さく、公共工事の価値の向上を目指すよりは、むしろ不良

工事のリスクを回避するため、発注者が示す標準的な仕様に基づく適切かつ確実な施

工が求められる。長期的に見れば、確実な施工を行うことにより工事目的物の性能が

確保されるとともに、構造物の長い供用期間にわたる維持管理の軽減にもつながるも

のである。したがって、国民にとっては、供用性・安全性の高い社会資本の確保、維

持管理等の将来的費用の縮減、事業効果の早期発現、工事の円滑な実施等にメリット

があるといえる。 

 

 さらに、地域の視点から見ると、工事の現地条件を熟知している、日常生活におい

て地域のためにボランティア活動をしている、災害時に迅速に対応し地域を守るため

に力を入れている等、地域に精通し、貢献している企業が工事を実施することにより、

地域住民にとっては、工事が円滑に進み、安心感をもつことができるというメリット

がある。 

 

 以上のような国民にとって有利となる事項を踏まえ、今後、公共工事に総合評価方

式をより一層活用し、公共工事の品質確保の促進を図る必要がある。 
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１－２１－２１－２１－２    総合評価方式の全体的な流れ総合評価方式の全体的な流れ総合評価方式の全体的な流れ総合評価方式の全体的な流れ    

 総合評価方式の全体的な流れは以下の通りである。 

  ① 総合評価方式の適用の決定 

  ② 入札の評価に関する基準の設定 

  ③ 落札者の決定方法の設定 

  ④ 入札公告等の実施 

  ⑤ 技術審査 

  ⑥ 落札者の決定 

  ⑦ 履行の確保 

  ⑧ 工事の評価 

 また、以下に留意して手続きを進める。 

  ・透明性の確保 

  ・学識経験者の意見の反映 

  ・技術提案の保護 

  ・発注者の評価体制 

【解説】 

 公共工事における総合評価方式の適用は、以下の流れに従い適切に手続きを進める

ものとする。 

 

                           ・・・ 第２章 

  （１）工事特性（規模、難易度）に応じて総合評価方式の適用方法を決定する。 

  （２）あわせて入札・契約方式を選定する。 

 

                           ・・・ 第３章（３－１） 

  （１）入札の評価に関する基準は、評価項目、評価基準及び得点配分とする。 

  （２）評価項目及び得点配分は、工事特性、地域特性等に基づき適切に設定する。 

  （３）評価基準は、評価項目に応じて、定量的あるいは定性的に基準を設定する。 

  （４）評価項目ごとに履行検証の方法、不履行であった場合の評価内容の担保に

ついて予め設定しておく。 

 

                           ・・・ 第３章（３－２） 

  （１）入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること。なお、必要に応じて技術

提案を踏まえて予定価格を設定する。 

  （２）入札者の提示する性能、機能、技術等（以下「性能等」という。）が、評価

項目の最低限の要求要件をすべて満たしていること。 

  （３）定性的な評価基準に基づく得点と、定量的な評価基準に基づく得点をあわ

せて性能等の評価点（以下「技術評価点」という。）とする。 

① 公共工事の特性を踏まえた総合評価方式の適用 ★ 

② 入札の評価に関する基準の設定 ★ 

③ 落札者の決定方法の設定 ★ 
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  （４）価格及び性能等を総合的に評価する際の、価格評価点及び技術評価点につ

いては、工事特性に基づき適切に設定する。 

  （５）総合評価の方法（評価値の算出方法） 

   除算方式：評価値＝技術評価点／価格 

   加算方式：評価値＝価格評価点＋技術評価点 

  （６）評価値の最も高い者を落札者とする。なお、評価値の最も高い者が２人以

上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を定める。 

 

                           ・・・ 第３章（３－３） 

    ・落札決定に当たって総合評価による旨、入札の評価に関する基準、落札者

の決定方法及び提出を求める技術資料等について入札公告等において明ら

かにする。 

 

                           ・・・ 第３章（３－４） 

  （１）評価基準に基づき技術資料を審査し、技術提案の採否を通知する。 

  （２）特に難易度が高い工事においては、技術提案に関する対話を行い、改善を

求めることができる。 

  （３）特に難易度が高い工事においては、技術提案の審査の結果を踏まえて、最

適案を決定し、予定価格を定めることができる。この場合、学識経験者の意

見を聴かなければならない。 

  （４）技術審査にあたり学識経験者からなる第三者委員会を活用してもよい。 

 

                          

    ・技術審査に基づき、価格と性能等を総合評価し、落札者を決定する。 

 

                           ・・・ 第４章 

  （１）落札者の提示した性能等については、全て契約書（具体的には設計図書）

にその内容を記載することとし、その履行を確保する。 

  （２）工事の監督・検査に当たっては、評価した性能等の内容を満たしているこ

とを確認する。なお、工事の検査において、契約書に記載してある評価した

性能等の内容を満たしていることをすべて確認できない場合は、当該工事の

契約内容のうち、評価した性能等についての履行に係る部分は、工事完成後

においても引き続き存続する旨を契約書において明らかにする。 

  （３）評価する項目の性格から、再度の施工が困難あるいは合理的でない場合は、

契約金額の減額、損害賠償等を行う旨を入札説明書において明らかにし、契

約書に記載するものとする。再度の施工が可能な場合には、入札説明書等及

び契約書において、再度の施工の義務及びその内容を明らかにする。 

④ 入札公告等の実施 

⑤ 技術審査 

⑥ 落札者の決定 ★ 

⑦ 履行検証と評価内容の担保 



 7 

 

 

                         

  （１）履行検証結果を踏まえ、工事成績評定を行う。提示した性能等を履行でき

なかった場合には工事成績評定の減点を行う。 

  （２）次回以降の業者選定において工事成績評定点を活用する。 

 

 

 手続きを進めるにあたり以下に留意する。 

 

 

（１）総合評価における入札者の提示した性能等の評価及び落札結果等については、

記録し契約後早期に公表する。特に、審査結果については、各評価項目ごとに

評価の結果及びその理由を記録し、入札者の苦情等に適切に対応するものとす

る。 

（２）落札できなかった入札者から落札情報の提供依頼があった場合には、落札の相

対的な利点に関する情報（当該入札者と落札者のそれぞれの入札価格及び性能

等の得点）を提供する。 

 

 

 

（１）あらかじめ学識経験者の意見を聴いて落札者決定基準を定める。 

（２）総合評価方式を適用した工事については入札監視委員会における審査対象とす

る。 

 

 

 

 

 

 

※地方自治体における学識経験者の意見聴取の方法として、以下に示す方法も検討していく必要

がある。 

・総合評価方式を行うに際しての学識経験者の意見聴取は、四半期毎等、事前に包括的に意見

を聴くこととする。 

・落札者を決定しようとするときの学識経験者の意見聴取は、学識経験者の意見を聴いて事前

に定めた落札者決定基準に基づいて実施する場合は、これをもって意見聴取に代える。 

 

 

透明性の確保 

学識経験者の意見の反映 

⑧ 工事の評価 

（参考）地方自治体における学識経験者の意見聴取について 

地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2 他の規定により、地方自治体においては、

総合評価方式を行おうとするとき、落札者を決定しようとするとき、又は落札者

決定基準を定めようとするときは、あらかじめ２人以上の学識経験を有する者の

意見を聴かなければならない、とされている。（上記★の段階） 
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（１）民間の技術提案の活用に当たっては、提案に含まれる特許等の工業所有権はも

とより、提案自体が各企業の知的財産であることに鑑み、他者に技術提案内容

に関する事項を漏洩することがないよう、発注者はその取り扱いに留意しなけ

ればならない。 

（２）技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されて

いる状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権

等の排他的権利を有する提案についてはこの限りでない。なお、この旨を入札

公告等に記載することにより、建設業者に周知するものとする。 

 

 

 

（１）発注者は総合評価方式を実施するにあたり、従前の価格競争方式に比して、一

層の技術的な判断や審査・評価等が求められるため、工事特性等を考慮し、技

術的な審査や評価のための体制を整備する必要がある。 

（２）技術者がほとんどいない等により技術力が不足する場合においては、発注者支

援機関等を活用し、発注関係業務を適切に実施する必要がある。 

提案内容の保護 

発注者の評価体制 



 9 

２．公共工事の特性を踏まえた総合評価方式の適用２．公共工事の特性を踏まえた総合評価方式の適用２．公共工事の特性を踏まえた総合評価方式の適用２．公共工事の特性を踏まえた総合評価方式の適用    

 

 工事特性（規模、難易度）に応じて総合評価方式の適用方法を決定する。 

 また、工事規模が特に大きく、施工上の技術的難易度が特に高いもの（領域Ⅰ）に

ついては、対話方式等の新しい入札・契約方式を適用する。 

【解説】 

国土交通省ではこれまで、 

  (1)入札者の提示する性能、機能、技術等（以下「性能等」という。）によって、工事

価格に、工事に関連して生ずる補償費等の支出額及び収入の減額相当額並びに維持

更新費を含めたライフサイクルコストを加えた総合的なコストに相当程度の差異が

生ずる工事 

  (2)入札者の提示する性能等によって、工事価格の差異に比して、工事目的物の初期性

能の持続性、強度、安定性などの性能・機能に相当程度の差異が生ずる工事 

  (3)環境の維持、交通の確保、特別な安全対策、省資源対策又はリサイクル対策を必要

とする工事であって、入札者の提示する性能等によって、工事価格の差異に比して、

対策の達成度に相当程度の差異が生ずる工事 

といった施工上の課題があるもののうち、特に、技術的難易度が高く、かつ工事規模

の大きなもの（一般競争入札または公募型指名競争入札方式の工事：２億円以上）に

総合評価方式を適用してきた。（下図の領域Ⅰ及び領域Ⅱ） 

   

 今後は、工事規模が小さい、あるいは施工上の技術的課題の難易度が高くはないも

の（領域Ⅲ）等、全ての公共工事を対象に総合評価方式を適用していくことが必要で

ある。 

総合評価方式の適用に当たっては、当該工事の特性を踏まえて適用領域を決定し、

適切な評価基準等を設定するものとする。 
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（ａ）公共工事の特性を踏まえた総合評価方式の適用イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

領域 公共工事の特性 発注者のニーズ 備考 

Ⅰ 

工事規模が特に大き

く、施工上の技術的難

易度も特に高い。技術

提案の余地や効果は極

めて大きい。 

課題解決のため、新技術や新工法等を積極的

に活用したＶＥ提案や設計段階からの幅広な

ＶＥ提案を募り、提案に関する対話を通じて

発注者と民間事業者双方の技術力を最大限発

揮した最適な工事を実現したい。 

直轄で 

試行中 

Ⅱ 

工事規模が大きく、施

工上の技術的難易度が

高い。技術提案の余地

や効果は大きい。 

施工上の課題について民間事業者によるＶＥ

提案を募り、工事の高度化を図りたい。 

直轄で 

実施中 

Ⅲ 

工事規模が小さい、あ

るいは技術的難易度が

高くはない。技術提案

の余地や効果が小さ

い。 

発注者の指示する仕様に基づく適切で確実な

施工を確保したい。 
 

 

大大大大 

高高高高

領域Ⅰ領域Ⅰ領域Ⅰ領域Ⅰ 

領域Ⅱ領域Ⅱ領域Ⅱ領域Ⅱ 

直轄では現状２億円直轄では現状２億円直轄では現状２億円直轄では現状２億円 

施工上の技術的課題の難易度施工上の技術的課題の難易度施工上の技術的課題の難易度施工上の技術的課題の難易度 

領域Ⅲ領域Ⅲ領域Ⅲ領域Ⅲ 

工工工工

事事事事

規規規規

模模模模 
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（ｂ）施工上の技術的課題の難易度 

 施工上の技術的課題の難易度については、工事の施工条件、環境条件等から工事ご

とに発注者が判断するものであるが、技術的課題の例として以下の事項が考えられる。 

表 施工上の技術的課題の例 

施工上の技術的課題 備考 

□供用中にエネルギーを消費する施設で、消費量

の削減によりライフサイクルコストが削減さ

れる。 

機械設備の燃料消

費量の削減 ライフサイ

クルコスト 
□維持管理が困難な構造物で、長寿命化によりラ

イフサイクルコストが削減される。 
橋梁等の塗装 

総合的な

コスト 

補償 
□補償を要する工事で工期の短縮が補償費の削

減につながる。 

水利権、漁協権等の

補償期間の短縮 

□自動車専用道や交通量の多い道路等で、走行

性・低騒音が求められる。 
道路舗装 

□低騒音・低振動化により、住民満足度が向上す

る設備。 
設備の騒音、振動 

□施工数量により、設備の機能・性能が向上する。 利水容量等の確保 

□材料やコンクリートの特別な品質管理・出来型

管理が求められる。 

コンクリート構造

物等 

工事目的

物 の 性

能・機能 

性能・機能 

□コンクリートの耐久性が求められる。 
コンクリート構造

物 

□鉄道営業線があり、施工に配慮を要する。  

□架空線があり、施工に配慮を要する。  

□地下埋設物があり、施工に配慮を要する。  

□民家があり、施工に配慮を要する。 騒音、振動、粉塵 
近接施工 

□病院・学校等の重要施設があり、施工に配慮を

要する。 
騒音、振動、粉塵 

□施工にあたり交通規制が伴う。  

現道作業 □施工にあたり、歩行者の安全対策に配慮を要す

る。 
 

□水質汚濁防止の対策が必要。  
水質汚濁 

□地下水遮断への対策が必要。  

振動・騒音 □施工にあたり、振動・騒音対策が必要。  

大気汚染 □施工にあたり、大気汚染対策が必要。  

臭気 □施工にあたり、臭気対策が必要。  

地盤沈下 □施工にあたり、地盤沈下対策が必要。  

揮発性有機

化合物 

□施工にあたり、ホルムアルデヒト等の揮発性有

機化合物への対策が必要。 
 

社会的 

 要請 

環境 □自然保護区域内や希少動植物への配慮が必要。 
騒音、振動、粉塵、

自然改変面積 
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（ｃ）入札・契約方式の選定 

 工事金額に応じて、一般競争入札方式、公募型指名競争入札、通常指名競争入札等

の適切な方式を選定する。 

 また、手続に係る日数については、提出を求める技術資料の作成に要する日数等を

勘案して、適切に設定するものとする。 

参考資料１に入札・契約手続の流れ及び手続きに係る標準的日数を示す。 

  

さらに、工事規模が特に大きく、施工上の技術的課題の難易度が特に高いもの（領

域Ⅰ）や設計・施工一括方式を適用する工事については、以下の方式等を適用するこ

とが考えられる。 

 

 ・対話方式：品確法第 13 条（技術提案の改善）、第 14条（予定価格）に基づく方式 

 ・二段階選抜方式：簡易な技術提案及びヒアリングにより業者を絞り込んだ後、高

度な技術提案と価格を求め、総合評価を行う方式 

 ・二封筒方式：技術提案により業者を絞り込んだ後、価格と総合評価を行う方式 
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３．総合評価方式の実施手順３．総合評価方式の実施手順３．総合評価方式の実施手順３．総合評価方式の実施手順    

 

３－１３－１３－１３－１    入札の評価に関する基準の設定入札の評価に関する基準の設定入札の評価に関する基準の設定入札の評価に関する基準の設定    

 入札の評価に関する基準は、評価項目、評価基準及び得点配分とする。 

 

（１）評価項目の設定 

 公共工事においては当該工事の特性を勘案し、国民にとって最も有利な調達となる

よう評価項目を適切に選定することが重要である。 

 

（２）評価基準の設定 

 評価項目ごとに、入札者の提示する性能等とその評価に応じて与える得点の関係を

明らかにする。また、評価項目ごとに、最低限の要求要件を適宜設定し、この要求要

件を満たしていないものは不合格とする。 

 

（３）得点配分の設定 

 各評価項目に対する得点配分は、工事における必要度・重要度に基づき適切に設定

する。 
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【解説】 

 国民にとって有利となる事項を踏まえ、総合評価方式において価格以外の要素とし

て考慮すべき評価の視点、評価項目の例を下表に示す。 

 

表 総合評価方式における評価項目 

企業への 

期待 

国民にとって 

有利となる事項 
評価の視点 評価項目（例） 

総合的なコストの低減 総合的なコスト 
・補償費等の低減 

・ライフサイクルコスト 

工事目的物の性能、機能 

の向上 

性能(持続性) 

強度 

安定性 

美観 

・ポンプ排水量、供用○年後の騒音値 

・既設構造物の補強対策 

・設備の油圧配管総延長 

・単体・周辺の景観との調和 
①企業の 

技術力 

社会的要請への対応 

環境の維持 

 

交通の確保 

安全対策 

省資源対策 

リサイクル対策 

 

・施工中の騒音値、 

仮囲いのデザイン（景観） 

・通行規制時間 

・歩行者・住民への安全対策 

・施工中のエネルギー消費 

・副産物のリサイクル 

・施工期間の短縮 

経営力 ・経営事項審査総合評価値 

施工計画 

・工程管理に係る技術的所見 

・施工上の課題に対する技術的所見 

・施工上配慮すべき事項 

企業の技術力 

・同種・類似工事の施工実績 

・工事成績 

・表彰（工事） 

・関連分野での技術開発の実績 

②施工の 

 確実性 

工事目的物の確実な施工 

事業効果の早期発現 

工事の円滑な実施 

技術者の能力 

・資格 

・同種・類似工事の施工経験 

・工事成績 

・表彰（技術者） 

・当該工事の理解度・取り組み姿勢 

・コミュニケーション力 

③企業の 

 信頼性・ 

 社会性 

工事の円滑な実施 

災害時の迅速な対応 

企業に対する安心感 

地域精通度 

地域貢献度 

・地理的条件 

・災害協定等による地域貢献の実績 

・ボランティア活動による地域貢献の実績 

・障害者の雇用状況 

・男女共同参画の状況 

・労働福祉の状況 

・地産品の利用状況 
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 総合評価方式の評価項目は、下図の領域Ⅰ、Ⅱ及びⅢについてそれぞれ適用する工

事の特性（工事内容、規模等）や地域特性等に応じて設定する。 

 

 領域Ⅰ及び領域Ⅱに該当する工事は、工事規模が大きく、かつ施工上の技術的難易

度が高いことから、技術提案の余地や効果は大きい。したがって、施工上の特定の課

題について民間事業者によるＶＥ提案を募り、工事の高度化を図る観点から、「①企業

の技術力」を評価するとともに、工事全般にわたる施工を確実に担保する観点から、「②

施工の確実性」をあわせて評価する。 

 

領域Ⅲに該当する工事は、工事規模が小さい、あるいは技術的難易度が高くはない

ことから、技術提案の余地や効果が小さい。したがって、発注者の指示する仕様に基

づき、適切で確実な施工を確保できる技術力を保有しているか確認する観点から、「②

施工の確実性」を評価するとともに、必要に応じて「③企業の信頼性・社会性」を評

価する。 

 

 各領域における評価項目の設定の一例を示す。 

なお、それぞれの評価項目ごとに予め履行検証の方法、不履行であった場合の評価

内容の担保について設定しておく必要がある。（第４章参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大大大大 

高高高高

領域Ⅰ領域Ⅰ領域Ⅰ領域Ⅰ 

①・②①・②①・②①・② 

領域Ⅱ領域Ⅱ領域Ⅱ領域Ⅱ 

①・②①・②①・②①・② 

直轄では現状２億円直轄では現状２億円直轄では現状２億円直轄では現状２億円 

施工上の技術的課題の難易度施工上の技術的課題の難易度施工上の技術的課題の難易度施工上の技術的課題の難易度 

領域Ⅲ領域Ⅲ領域Ⅲ領域Ⅲ 

②・③②・③②・③②・③ 

工工工工

事事事事

規規規規

模模模模 
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表 評価項目の設定の一例 

提出頻度 

評価項目例 

領域

Ⅰ･Ⅱ 

※1 

領域 

Ⅲ 

※1 
毎回 定期 

ＤＢ 

活用 

事前

審査 

※2 

総合的な 

コスト 

総合的なコストの低減に関する技

術提案 

性能等 
工事目的物の性能、機能の向上に関

する技術提案 

①
企
業
の
技
術
力 環境の維持 

等 

社会的要請への対応に関する技術

提案 

◎  ○    

経営力 経営事項審査総合評定値 ☆ ☆  ○   

工程管理に係わる技術的所見 ☆ ◎※3 ○    

施工上の課題に対する技術的所見 ☆ ◎※3 ○    施工計画 

施工上配慮すべき事項 ☆ ◎※3 ○    

同種・類似工事の施工実績 ☆ ◎ ○   ● 

工事成績 ☆ ☆   ○ ● 

優良工事表彰 ☆ ☆   ○ ○ 

安全管理優良請負者表彰 ☆ ☆   ○  

イメージアップ優良工事表彰 ☆ ☆   ○ ○ 

企業の 

技術力 

関連分野での技術開発の実績 ☆ ☆ ○   ○ 

資格 ☆ ◎ ○   ● 

同種・類似工事の施工経験 ☆ ◎ ○   ● 

工事成績 ☆ ☆ ○    

優良工事技術者表彰 ☆ ☆ ○   ○ 

技術者の専門技術力 ☆ ☆ ○※4    

当該工事の理解度・取り組み姿勢 ☆ ☆ ○※4    

②
施
工
の
確
実
性 

技術者 

の能力 

技術者のコミュニケーション力 ☆ ☆ ○※4    

地理的条件  △  ○  ○ 

災害協定等による地域貢献の実績  △  ○   

ボランティア活動による地域貢献

の実績 
 △  ○   

障害者の雇用状況  △  ○   

男女共同参画の状況  △  ○   

労働福祉の状況  △  ○  ● 

③
企
業
の
信
頼
性

・
社
会
性 

地域精通度 

地域貢献度 

地産品の使用状況  △  ○   

（※1）◎は必須項目、☆は選択項目として設定。△は工事の品質確保上、地域精通度、地
域貢献度を特に考慮する必要がある場合に選択する。 

（※2）関東地方整備局の指名基準における評価項目を記載。●は欠格要件として設定。 
（※3）特に工事規模が小さく、施工上の技術的課題の難易度が低い工事については、省略

することができる。 
（※4）ヒアリングを実施する場合。 
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（４）領域Ⅰ及び領域Ⅱにおける評価 

 領域Ⅰ及び領域Ⅱにおける評価項目の例を以下に示す。工事の特性（工事内容、規

模等）や地域特性等に応じて、適宜設定する。 

   ①企業の技術力 

   ②施工の確実性 

 また、工事の特性を踏まえて、項目ごとに最低限の要求要件を適宜設定し、これを

満足しないものは不合格とする。 

【解説】 

（ａ）①企業の技術力 

 評価項目、評価基準及び得点配分の例を以下に示す。評価項目や評価基準等の［ ］

内の数値等は工事の特性（工事内容、規模等）や地域特性、発注者の評価体制等に応

じて適切に設定する。 

  

表 「①企業の技術力」における評価基準、評価基準及び得点配分例（１／２） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点配分

例 

ライフサイクルコスト及びその他

コストに関する技術提案内容につ

いて： 

・提案数値による定量評価 

・提案内容に対する定性評価 

（優／良／可の判定、等） 

・コストとして評価（※） 

総
合
的
な
コ
ス
ト 

総合的なコ

ストの低減

に関する技

術提案 

次のコストの低減

に関する技術提案

内容： 

・ライフサイクル

コスト 

・その他（補償費

等） 

（ライフサイクルコストに関する具体

的な評価項目例） 

・非常用自家用発電機の燃料消費率 

・変圧器の変換損失値  等 

 

（その他コストに関する具体的な評価

項目例） 

・補償費の生じる期間の短縮日数 

・補償費の支出額  等 

［30.0］ 
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表 「①企業の技術力」における評価基準、評価基準及び得点配分例（２／２） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点配分

例 

工事目的物の性能、機能に関する

技術提案内容について： 

・提案数値による定量評価 

・提案内容に対する定性評価 

（優／良／可の判定、等） 

性
能

・
強
度

・
安
定
性

・
美
観 

工事目的物

の性能、機能

の向上に関

する技術提

案 

工事 目的物の 性

能、機能の向上に

関する技術提案内

容 （性能、機能に関する具体的な評価項目

例） 

・舗装構造提案による走行騒音値 

・ポンプ排水量  等 

［30.0］ 

社会的要請への対応に関する技術

提案内容について： 

・提案数値による定量評価 

・提案内容に対する定性評価 

（優／良／可の判定、等） 

環
境
の
維
持

・
交
通
の
確
保

・
安
全
対
策

・
省
資
源
対
策

・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策 

社会的要請

への対応に

関する技術

提案 

次の社会的要請へ

の対応に関する技

術提案内容： 

・環境の維持 

・交通の確保 

・特別な安全対策 

・省資源対策 

・リサイクル対策 

（環境の維持に関する具体的な評価項

目例） 

・工事排水のＳＳ値 

・施工騒音の低減値 

・施工ヤードの裸地面積  等 

 

（交通の確保に関する具体的な評価項

目例） 

・交通規制（通行止め、車線規制等）の

短縮日数  等 

 

（特別な安全対策に関する具体的な評

価項目例） 

・歩行者用通路幅  等 

 

（省資源対策又はリサイクル対策に関

する具体的な評価項目例） 

・間伐材、伐採除根材等のリサイクル率 

・分別解体・現場内集積の対象項目・重

量  等 

［30.0］ 

配点 計： ［0.0］～［30.0］ 

（※）工事に関連して生ずる補償費等の支出額及び収入の縮減相当額を評価する場合に

おいては、当該費用について評価項目としての得点を与えず、評価値の算出におい
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て入札価格に当該費用を加算する。また、予定価格に、予定価格算出の前提となる

状態で想定される補償費等の支出額等を加算するものとする。 

 

（ｂ）②施工の確実性 

 評価項目、評価基準及び得点配分の例を以下に示す。評価項目や評価基準等の［ ］

内の数値等は工事の特性（工事内容、規模等）や地域特性、発注者の評価体制等に応

じて適切に設定する。 

 

表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（１／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

［X］点≦総合評定値 ［3.0］ 

［Y］点≦総合評定値 

    ＜［X］点 
［1.5］ 

経
営
力 

経営事項審

査総合評定

値 

経営事項審査総合

評定値（客観点数） 

総合評定値＜［Y］点 ［0.0］ 

［3.0］ 

施工計画の実施手順が適

切であり、優位な工夫が

見られる 

［5.0］ 

施工計画の実施手順が適

切 
［2.5］ 

施工計画の実施手

順の妥当性 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

各工程の工期が適切であ

り、優位な工期短縮が見

られる 

［5.0］ 

各工程の工期が適切 ［2.5］ 

施
工
計
画 

 

工程管理に

係わる技術

的所見 

（工程表） 

施工量の把握の適

切性 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

課題への対応が現地の環

境条件（地形、地質、環

境、地域特性等）を踏ま

えて的確に図られ、優位

な工夫が見られる 

［5.0］ 

課題への対応が現地の環

境条件を踏まえており的

確 

［2.5］ 

（※1） 

施工上の課

題に係わる

技術的所見 

（※2） 

発注者が指定した

特定の課題への対

応の的確性（与条

件との整合性・理

解度・対応方針の

裏付け等） 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 
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表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（２／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

配慮事項が現地の環境条

件（地形、地質、環境、

地域特性等）を踏まえて

的確に図られ、優位な工

夫が見られる 

［5.0］ 

配慮事項が現地の環境条

件を踏まえており的確 
［2.5］ 

施
工
計
画 

（
つ
づ
き
） 

施工上配慮

すべき事項 

（※2） 

当該工事において

特に配慮すべき事

項に関する記述内

容の適切性（与条

件との整合性・理

解度・対応方針の

裏付け等） 
その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

直轄工事の実績あり ［2.0］ 

公団等の実績あり ［1.5］ 

都道府県の実績あり ［1.0］ 

市町村の実績あり ［0.5］ 

同種・類似工

事の施工実

績 

過去［5］年間の施

工実績 

民間での実績あり ［0.0］ 

［2.0］ 

［80］点以上 ［6.0］ 

［75］点～［80］点未満 ［4.5］ 

［70］点～［75］点未満 ［3.0］ 

［65］点～［70］点未満 ［1.5］ 

工事成績 

過去［2］年間の工

事成績評定点の平

均点 

・全ての工事成績

評定点の平均点 

 または 

・特定の工種に係

わる工事の工事

成績評定点の平

均点 ［65］点未満 ［0.0］ 

［6.0］ 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ 優良工事表

彰 

過去［2］年間の優

良工 事表彰（ 局

長・所長等の表彰）

の有無 
表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ 

企
業
の
技
術
力 

安全管理優

良請負者表

彰 

過去［2］年間の安

全管理優良請負者

表彰（局長・所長

等の表彰）の有無 
表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 
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表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（３／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ イメージア

ップ優良工

事表彰 

過去［2］年間のイ

メージアップ優良

工事表彰（局長・

所長等の表彰）の

有無 

表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 

特許権、実用新案権の取

得あり 
［2.0］ 

ＮＥＴＩＳへの登録あり ［1.0］ 

企
業
の
技
術
力 

（
つ
づ
き
） 

関連分野で

の技術開発

の実績 

当該工事の関連分

野における特許権、

実用新案権の取得

等の有無 

特許権、実用新案権の取

得及びＮＥＴＩＳへの登

録なし 

［0.0］ 

［2.0］ 

１級土木施工管理技士 

または技術士 
［2.0］ 配置予定技

術者の資格 

主任（監理）技術

者の保有する資格 
２級土木施工管理技士 ［0.0］ 

［2.0］ 

直轄工事の実績あり ［2.0］ 

公団等の実績あり ［1.5］ 

都道府県等の実績あり ［1.0］ 

市町村の実績あり ［0.5］ 

配置予定技

術 者 の 同

種・類似工事

の施工経験 

過去［5］年間の主

任（監理）技術者

の施工経験の有無 

民間での実績あり ［0.0］ 

［2.0］ 

［80］点以上 ［4.0］ 

［75］点～［80］点未満 ［3.0］ 

［70］点～［75］点未満 ［2.0］ 

［65］点～［70］点未満 ［1.0］ 

配置予定技

術者の工事

成績 

過去［2］年間の主

任（監理）技術者

として担当した工

事成績評定点の平

均点 ［65］点未満 ［0.0］ 

［4.0］ 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ 

技
術
者
の
能
力 

優良工事技

術者表彰 

過去［2］年間の優

良工事技術者表彰

（局長・所長等の

表彰）の有無 
表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 
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表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（４／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

実績として挙げた工事の

担当分野に中心的・主体

的に参画し、創意工夫等

の積極的な取り組みが確

認できる 

［5.0］ 

実績として挙げた工事の

担当分野において適切な

工事管理を行ったことが

確認できる 

［3.0］ 

技術者の専

門技術力（経

歴・実績・知

識） 

（※3） 

次の視点から技術

者の専門技術力： 

・関連分野におけ

る施工経験や知

識量 

・担当工事におけ

る主体性、創意

工夫の取り組み 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

当該工事について適切に

理解した上で、施工上の

提案等積極的な取り組み

姿勢が見られる 

［5.0］ 

当該工事について適切に

理解している 
［3.0］ 

当該工事の

理解度・取り

組み姿勢 

（※3） 

次の視点から当該

工事の理解度・取

り組み姿勢： 

・当該工事の施工

上の課題や問題

点等の理解度 

・課題への対応に

関する技術的な

裏付け 

・疑問点等に対す

る質問等の積極

性 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

質問に対する応答が明

快、かつ迅速である 
［5.0］ 

技
術
者
の
能
力 

（
つ
づ
き
） 

技術者のコ

ミュニケー

ション力 

（※3） 

質問に対する応答

性（ 回答の的 確

性・簡潔性） その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

配点 計： ［0.0］～［64.0］ 
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（※1）施工計画が不適切な場合は不合格とすることができる。 

 

（※2）施工上の課題が明確な工事の場合には発注者が課題を特定し明示するものとするが、

課題が明確ではない工事の場合には発注者が課題を特定せずに当該工事において特

に配慮すべき事項について任意に記述させる。施工上の課題及び配慮事項は複数設定

してもよい。施工上の課題の例を以下に示す。 

（品質管理の例） 

 ・コンクリートの品質管理方法 

 ・鋼材の溶接施工管理方法 等 

（環境（騒音）対策の例） 

・発生源対策 

・伝播対策 

・計測管理体制 

・作業時間帯 等 

（安全対策の例） 

・歩行者に対する安全対策 

・照明灯の設置 

・環境美化配慮 

・案内板の設置 

・交通整理員の増員 等 

（建設副産物対策の例） 

・特定建設資材等の分別方法 

・ISO14001 による管理 

・梱包材抑制方法 等 

 

（※3）ヒアリングを実施する場合の評価項目の例。ヒアリングにおいては、以下の項目に

ついて確認する。 

  ・技術者の経歴・資格 

  ・同種・類似工事の施工経験の有無 

  ・同種・類似工事のうち代表的な工事の概要、特に留意・工夫した点 

  ・当該工事の施工上の課題、特に配慮すべき事項の有無、技術的所見 

  ・当該工事に関する質問の有無 等 
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（ｃ）評価項目の具体事例 

 「①企業の技術力」に関する評価項目の具体事例を下表に示す。 

表  「①企業の技術力」に関する評価項目の具体事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大項目 中項目 小項目 評価内容

消費エネルギー（電力、燃料）をどのように低減させるか     ○   ◎     ○                 ○   ○       
燃料消費量を何g/kw/h低減させられるか ○ ◎ ○ ○ ○
維持管理費をどのように低減させるか     ◎ ○ ○ ◎     ○ ○                ○  ○ ◎       
工事期間中の減電補償費をいくら抑制できるか（施工期間で評価） ○
工事期間中の借地料をいくら抑制できるか（施工期間で評価） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
路面のわだち掘れ量を何mm以下に抑えるか            ○                      △      
透水性舗装の透水量をどのように向上させるか ◎ ◎
現場溶接の品質を如何に確保するか ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎

走行騒音の低減 車両走行時の路面からの騒音を何dB低下させるか       △     △             △         △  △   △
改良柱体の強度のバラツキを如何に少なくするか ◎
軟弱地盤対策後の圧密沈下量を如何に低減させるか            △ ◎      ◎          △           
コンクリートのひび割れを如何に抑制するか      ◎  ◎ ◎   ◎ ◎ ◎ ◎ ◎            ◎    △        
扉体、取水塔、スクリーン等に対して、もらい錆を如何に防止するか     △   ○      ○  ○                 △       
骨材飛散抵抗性の損失率を何％以下に抑えるか                                  ◎      
改良柱体の強度をどのように増加させるか                   △                     
現場溶接のひずみをどのように防止するか ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎
周辺環境に配慮した自然石組みをどのように施工するか ◎
石積みに使用する自然石をどのように選定するか ◎
供用後の路面の平坦性をどのように向上させるか            ◎ ○  △                   ◎ ◎     
舗装材料の明るさをどのように向上させるか ○ ◎ ○
監視カメラの性能を如何に向上させられるか ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
品質・出来形・材料管理をどのように実施するか ○ ○ ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ △ ○  ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○
コンクリート等の品質向上のために、どのような施工をするか  ○  ○ ○ △   ○   ○ ◎ △ ◎ △  ◎     △          △  ◎     
施工中の工事騒音をどのように低減させるか ◎ ◎    ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ○ ◎    ◎ ◎  ◎ ◎  ◎    ◎  ○ ◎  ◎ ◎ ◎    
施工中の工事騒音を何ｄＢ低減出来るか △     ○ △ ○ △  △ ○ △ △ ○    ○ ○  ○ ○  △      ○ ○  △ ○ ○    
施工中の騒音発生期間を何日短縮出来るか           ○ ○             ◎       ◎  ◎      
施工中の振動をどのように低減させるか ◎ ◎   ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎ ◎  ◎ ◎    ◎  ◎ ◎  ◎       ◎        
施工中の振動値を何ｄＢ低減出来るか △    △ △ △ △ △    △          △      △           
施工中の振動発生期間を何日短縮出来るか ○ ○ ◎ ◎
施工中の粉塵の発生をどのように抑制するか ◎ ◎   ◎  △  ◎   ◎ ◎   ◎  ◎  ◎     ◎         ◎      
施工中の粉塵濃度を何mg/m3低減できるか             ○                           
法面などの裸地期間を何日短縮出来るか △                  ◎      ◎             △  
工事排水のPH値を如何にして下げる（上げる）か         △   ◎ ◎ ○                          
工事排水のSS値（浮遊物質量）を何mg/L減少させるか ○ △   △ ○   △   ◎ ◎ ○  △         ◎            ◎ ◎ ◎
施工中の濁水発生期間を何日短縮出来るか  ◎    ◎   ◎      ○                 ◎        
施工中に発生する汚水・排水をどのように処理するか ○ ○   △ ○   ○   ◎ ◎ ○ △ ○ ◎   ◎   ◎  ◎    ◎   △      ◎  

景観の向上 施工中の景観をどのように保全するか  △    △   ○   △                            
施工に伴う二酸化炭素を何t-CO２削減できるか                                △        
建設機械からのNOx排出量を何ｔ削減出来るか  △   ○    ○   ◎             ◎               
排ガス対策機械を何割導入するか △    △    ○   △      ◎       △         ○      
施工中の排出ガスを如何に抑制するか            ◎                    △        
施工中の排出ガス量を何m3/hr削減できるか △                                       
周辺環境に対してどのような配慮を行なうか △ △   △ △ ○  △   ○ ◎ ◎ ○ ◎         ◎       △  △      
施工中の障害日数（漁業障害、除雪障害など）を何日短縮出来るか △           ○                            
生活環境を維持するためにどのような工程計画が提案できるか ◎        ◎   ◎ ◎  △       ◎          ◎ ○ ◎      
生活環境を維持するためにどのような施工設備に係る提案が出来るか         △    △  △     △   ○  △ △      △        

生態系の維持 施工に必要な面積を何m2縮小できるか  △    △   △   △ △ △  ○ △   △            △        
その他 環境を維持するために施工期間を何日短縮出来るか ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎ ◎ ◎   ◎   ◎ ◎ ◎ ◎ ◎   ◎

工事に伴う交通規制日数を何日短縮できるか ◎ ◎    ◎ ◎     ◎ ◎  ◎        ◎  ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎  ◎     ◎
桁下高さの規制日数を何日短縮出来るか               ◎                         
作業時間を何時間短縮できるか             ◎                     ◎      
周辺道路交通への影響を如何に軽減するか     △   △    ○ ○  ○        ○         △        
道路迂回日数を何日短縮できるか ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎

交通ネットワークを確保するためにどのような施工法を提案できるか            ◎           ◎         ◎       ◎

第三者（一般車両、歩行者など）の安全をどのように確保するか ○ ○   ○ ○  ○ ◎   ◎ ◎  ◎    ◎ ◎ ◎ ◎ ◎  ◎ ◎  ◎ ◎  ◎ ◎  ◎      
施工中の歩行者通路面積を何m2拡大できるか            ◎                            

被災リスク
離隔距離（仮締切工の堤防からの離隔、切羽とアーチ覆工との距離など）
を何ｍ以上確保出来るか

     △ △                                 

リサイクル材をどれくらい使用するか        ◎                 ◎       ◎  ○      
リサイクル対策についてどのような提案が出来るか ○ ○   ○    ○   ◎ ◎  ◎    ◎ ◎   ◎  ◎ ◎   ◎   ◎       ◎
施工中の建設副産物の発生量をどれくらい削減できるか       ○      ◎       ◎   ◎  ◎       ◎        

分別解体・現場内集積に関してどのような提案が出来るか         ○                               

省資源対策 現地発生材を如何に有効活用するか     ○   ◎    ◎ ◎ ◎ ◎        ◎         ◎        

その他 補償費等

振動の低減

安全対策の良否
特別な安全対策

初期性能の持続性

安定性の向上

美観

その他

供用性の向上

環境の維持

騒音の低減

粉塵の抑制

大気汚染の抑制

水質汚濁の抑制

リサイクルの良否

生活環境の維持

省資源対策又はリサイ
クル対策

規制時間の短縮

交通ネットワークの確保

社会的要請に関する事
項

交通の確保

総合的なコストに関する
事項

工事目的物の性能、機
能に関する事項

性能・機能

耐久性の向上

強度の向上

さ
く
井
工
事

水
門
扉
等
工
事

法
面
工
事

落
石
防
止
工
事

な
だ
れ
防
止
工
事

構
造
物
撤
去
工
事

既
製
杭
工
事

維
持
修
繕
工
事

ライフサイクルコスト 維持管理費の低減

ア
ス
ファ

ル
ト
舗
装
工
事

セ
メ
ン
ト
・
コ
ン
ク
リー

ト
舗
装
工
事

歩
行
者
系
の
舗
装、

路
盤
路
床
工
事

浚
渫
・
床
掘
工
事

道
路
付
属
施
設
工
事

鋼
製
橋
脚
工
事

鋼
橋
上
部
工
事

場
所
打
杭
等
工
事

地
中
連
続
壁
工
事

土
工
事

軟
弱
地
盤
処
理
工
事

土
留
め
・
仮
締
切
工
事

鋼
管
矢
板
基
礎
工
事

海
岸
構
造
物
工
事

港
湾
・
空
港
・
海
洋
埋
立
工
事

海
洋
工
事

コ
ン
ク
リー

ト
構
造
物
工
事

ト
ン
ネ
ル
工
事

ダ
ム
工
事

Ｐ
Ｃ
橋
上
部
工
事

揚
排
水
機
場
工
事

砂
防
工
事

地
滑
り
防
止
工
事

ニュ
ー

マ
チッ

ク
ケー

ソ
ン
工
事

床
止
工
事
（

落
差
工
，
帯
工
）

堰
・
水
門
工
事

樋
門
・
樋
管
工
事

水
路
・
管
路
工
事

築
堤
工
事

護
岸
工
事

根
固
・
水
制
工
事

凡例）◎：評価項目として適切  ○：評価項目として概ね適切  △：設定事例あり   ：設定事例なし 
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（３）領域Ⅲにおける評価 

 領域Ⅲにおける評価項目の例を以下に示す。工事の特性（工事内容、規模等）や地

域特性等に応じて、適宜設定する。 

   ②施工の確実性 

   ③企業の信頼性・社会性 

 また、工事の特性を踏まえて、項目ごとに最低限の要求要件を適宜設定し、これを

満足しないものは不合格とする。 

 なお、領域Ⅲのうち、特に工事規模が小さく、施工上の技術的課題の難易度が低い

工事においては、「②施工の確実性」の施工計画に関しては省略することができるもの

とする。 

 また、「③企業の信頼性・社会性」については工事の品質確保上、地域精通度、地域

貢献度を特に考慮する必要がある場合に選択する。 
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【解説】 

（ａ）②施工の確実性 

評価項目、評価基準及び得点配分の例を以下に示すが、評価項目や評価基準等の［ ］

内の数値等は工事の特性（工事内容、規模等）や地域特性、発注者の評価体制等に応

じて適切に設定する。 

 

表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（１／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

［X］点≦総合評定値 ［3.0］ 

［Y］点≦総合評定値 

    ＜［X］点 
［1.5］ 

経
営
力 

経営事項審

査総合評定

値 

経営事項審査総合

評定値（客観点数） 

総合評定値＜［Y］点 ［0.0］ 

［3.0］ 

施工計画の実施手順が適

切であり、優位な工夫が

見られる 

［5.0］ 

施工計画の実施手順が適

切 
［2.5］ 

施工計画の実施手

順の妥当性 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

各工程の工期が適切であ

り、優位な工期短縮が見

られる 

［5.0］ 

各工程の工期が適切 ［2.5］ 

施
工
計
画 

 

工程管理に

係わる技術

的所見 

（工程表） 

施工量の把握の適

切性 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

課題への対応が現地の環

境条件（地形、地質、環

境、地域特性等）を踏ま

えて的確に図られ、優位

な工夫が見られる 

［5.0］ 

課題への対応が現地の環

境条件を踏まえており的

確 

［2.5］ 

（※1） 

施工上の課

題に係わる

技術的所見 

（※2） 

発注者が指定した

特定の課題への対

応の的確性（与条

件との整合性・理

解度・対応方針の

裏付け等） 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 
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表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（２／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

配慮事項が現地の環境条

件（地形、地質、環境、

地域特性等）を踏まえて

的確に図られ、優位な工

夫が見られる 

［5.0］ 

配慮事項が現地の環境条

件を踏まえており的確 
［2.5］ 

施
工
計
画 

（
つ
づ
き
） 

施工上配慮

すべき事項 

（※2） 

当該工事において

特に配慮すべき事

項に関する記述内

容の適切性（与条

件との整合性・理

解度・対応方針の

裏付け等） 
その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

直轄工事の実績あり ［2.0］ 

公団等の実績あり ［1.5］ 

都道府県の実績あり ［1.0］ 

市町村の実績あり ［0.5］ 

同種・類似工

事の施工実

績 

過去［5］年間の施

工実績 

民間での実績あり ［0.0］ 

［2.0］ 

［80］点以上 ［6.0］ 

［75］点～［80］点未満 ［4.5］ 

［70］点～［75］点未満 ［3.0］ 

［65］点～［70］点未満 ［1.5］ 

工事成績 

過去［2］年間の工

事成績評定点の平

均点 

・全ての工事成績

評定点の平均点 

 または 

・特定の工種に係

わる工事の工事

成績評定点の平

均点 ［65］点未満 ［0.0］ 

［6.0］ 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ 優良工事表

彰 

過去［2］年間の優

良工 事表彰（ 局

長・所長等の表彰）

の有無 
表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ 

企
業
の
技
術
力 

安全管理優

良請負者表

彰 

過去［2］年間の安

全管理優良請負者

表彰（局長・所長

等の表彰）の有無 
表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 
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表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（３／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ イメージア

ップ優良工

事表彰 

過去［2］年間のイ

メージアップ優良

工事表彰（局長・

所長等の表彰）の

有無 

表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 

特許権、実用新案権の取

得あり 
［2.0］ 

ＮＥＴＩＳへの登録あり ［1.0］ 

企
業
の
技
術
力 

（
つ
づ
き
） 

関連分野で

の技術開発

の実績 

当該工事の関連分

野における特許権、

実用新案権の取得

等の有無 

特許権、実用新案権の取

得及びＮＥＴＩＳへの登

録なし 

［0.0］ 

［2.0］ 

１級土木施工管理技士 

または技術士 
［2.0］ 配置予定技

術者の資格 

主任（監理）技術

者の保有する資格 
２級土木施工管理技士 ［0.0］ 

［2.0］ 

直轄工事の実績あり ［2.0］ 

公団等の実績あり ［1.5］ 

都道府県等の実績あり ［1.0］ 

市町村の実績あり ［0.5］ 

配置予定技

術 者 の 同

種・類似工事

の施工経験 

過去［5］年間の主

任（監理）技術者

の施工経験の有無 

民間での実績あり ［0.0］ 

［2.0］ 

［80］点以上 ［4.0］ 

［75］点～［80］点未満 ［3.0］ 

［70］点～［75］点未満 ［2.0］ 

［65］点～［70］点未満 ［1.0］ 

配置予定技

術者の工事

成績 

過去［2］年間の主

任（監理）技術者

として担当した工

事成績評定点の平

均点 ［65］点未満 ［0.0］ 

［4.0］ 

局長表彰の実績あり ［2.0］ 

事務所長表彰の実績あり ［1.0］ 

技
術
者
の
能
力 

優良工事技

術者表彰 

過去［2］年間の優

良工事技術者表彰

（局長・所長等の

表彰）の有無 
表彰の実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 
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表 「②施工の確実性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（４／４） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

実績として挙げた工事の

担当分野に中心的・主体

的に参画し、創意工夫等

の積極的な取り組みが確

認できる 

［5.0］ 

実績として挙げた工事の

担当分野において適切な

工事管理を行ったことが

確認できる 

［3.0］ 

技術者の専

門技術力（経

歴・実績・知

識） 

（※3） 

次の視点から技術

者の専門技術力： 

・関連分野におけ

る施工経験や知

識量 

・担当工事におけ

る主体性、創意

工夫の取り組み 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

当該工事について適切に

理解した上で、施工上の

提案等積極的な取り組み

姿勢が見られる 

［5.0］ 

当該工事について適切に

理解している 
［3.0］ 

当該工事の

理解度・取り

組み姿勢 

（※3） 

次の視点から当該

工事の理解度・取

り組み姿勢： 

・当該工事の施工

上の課題や問題

点等の理解度 

・課題への対応に

関する技術的な

裏付け 

・疑問点等に対す

る質問等の積極

性 

その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

質問に対する応答が明

快、かつ迅速である 
［5.0］ 

技
術
者
の
能
力 

（
つ
づ
き
） 

技術者のコ

ミュニケー

ション力 

（※3） 

質問に対する応答

性（ 回答の的 確

性・簡潔性） その他 ［0.0］ 

［5.0］ 

配点 計： ［0.0］～［64.0］ 
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（※1）施工計画が不適切な場合は不合格とすることができる。 

 

（※2）施工上の課題が明確な工事の場合には発注者が課題を特定し明示するものとするが、

課題が明確ではない工事の場合には発注者が課題を特定せずに当該工事において特

に配慮すべき事項について任意に記述させる。施工上の課題及び配慮事項は複数設定

してもよい。施工上の課題の例を以下に示す。 

（品質管理の例） 

 ・コンクリートの品質管理方法 

 ・鋼材の溶接施工管理方法 等 

（環境（騒音）対策の例） 

・発生源対策 

・伝播対策 

・計測管理体制 

・作業時間帯 等 

（安全対策の例） 

・歩行者に対する安全対策 

・照明灯の設置 

・環境美化配慮 

・案内板の設置 

・交通整理員の増員 等 

（建設副産物対策の例） 

・特定建設資材等の分別方法 

・ISO14001 による管理 

・梱包材抑制方法 等 

 

（※3）ヒアリングを実施する場合の評価項目の例。ヒアリングにおいては、以下の項目に

ついて確認する。 

  ・技術者の経歴・資格 

  ・同種・類似工事の施工経験の有無 

  ・同種・類似工事のうち代表的な工事の概要、特に留意・工夫した点 

  ・当該工事の施工上の課題、特に配慮すべき事項の有無、技術的所見 

  ・当該工事に関する質問の有無 等 
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（ｂ）③企業の信頼性・社会性 

 評価項目、評価基準及び得点配分の例を以下に示す。評価項目や評価基準等の［ ］

内の数値等は工事の特性（工事内容、規模等）や地域特性、発注者の評価体制等に応

じて適切に設定する。 

なお、この「③企業の信頼性・社会性」に関する評価項目は工事の品質確保上、地

域精通度、地域貢献度を特に考慮する必要がある場合に選択する。 

 

表 「③企業の信頼性・社会性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（１／２） 

評価の 

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

地域内に本店、支店又は

営業所あり 
［3.0］ 

地域内における本

支店、営業所の所

在地の有無 地域内に拠点なし ［0.0］ 

［3.0］ 

施工実績あり ［3.0］ 

地理的条件 
過去［10］年間の

近隣地域での施工

実績の有無 施工実績なし ［0.0］ 
［3.0］ 

活動実績あり ［2.0］ 

災害協定等

による地域

貢献の実績 

過去［5］年間の災

害協定等の実績。

なお、対象とする

活動の例： 

・災害対応協定に基

づく活動実績 

・大規模災害時の応

急対策実績 

活動実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 

活動実績あり ［2.0］ 

地
域
精
通
度

・
地
域
貢
献
度 

ボランティ

ア活動によ

る地域貢献

の実績（※1） 

過去［5］年間のボ

ランティア活動の

実施状況。なお、

対象とする活動の

例： 

・災害ボランティア

実績 

・ボランティアサポ

ートプログラム参

加実績 

・クリーンアップキ

ャンペーン参加実

績 等 

活動実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 
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表 「③企業の信頼性・社会性」における評価基準、評価基準及び得点配分例（２／２） 

評価の

視点 
評価項目例 評価内容 評価基準例 

得点 

配分例 

法定雇用率 1.8％超 ［2.0］ 障害者の雇

用状況 

障害者雇用の有無

（雇用期間１年以

上の者を対象） 法定雇用率 1.8％以下 ［0.0］ 

［2.0］ 

雇用率［X］％超 ［2.0］ 男女共同参

画の状況 

女性職員の雇用状

況（雇用期間１年

以上の者を対象） 雇用率［X］％以下 ［0.0］ 

［2.0］ 

加入している ［2.0］ 
労働福祉の

状況 

建設業退職者共済

制度、企業年金制

度の加入状況 加入していない ［0.0］ 

［2.0］ 

使用実績あり ［2.0］ 

地
域
精
通
度

・
地
域
貢
献
度

（
つ
づ
き
） 

地産品の使

用状況 

地産品である木材

及びコンクリート

二次製品等の使用

実績の有無 
使用実績なし ［0.0］ 

［2.0］ 

配点 計： ［0.0］～［18.0］（※2） 

（※1）活動実績の内容を評価しても良い。 

（※2）領域Ⅲにおいては、「③企業の信頼性・社会性」の配点が「②施工の確実性」の配

点を上回らないようにする。 
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３－２３－２３－２３－２    落札者の決定方法の設定落札者の決定方法の設定落札者の決定方法の設定落札者の決定方法の設定    

（１）落札者の決定方法 

 次の各要件に該当するもののうち、評価値の最も高い者を落札者とする。 

 ・入札価格が予定価格の制限の範囲内にあること 

 ・技術提案が入札公告等において明らかにした最低限の要求要件を全て満たしてい

ること 

 ・評価値が、予定価格の前提となる状態で想定される得点と予定価格による総合評

価基準値を下回っていないこと（除算方式において総合評価管理費を計上する場

合） 

評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を定め

る。 

【解説】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 除算方式における総合評価方式のイメージ

  ×××× Ｄ社は、『要件①』を満たしていない。（予定価格を超過） 

                    入札価格入札価格入札価格入札価格    ≧≧≧≧    予定価格予定価格予定価格予定価格    ＝＝＝＝    基礎点コスト＋総合評価管理費基礎点コスト＋総合評価管理費基礎点コスト＋総合評価管理費基礎点コスト＋総合評価管理費    

  ×××× Ｃ社は、『要件③』を満たしていない。（基準評価値を下回る） 

                    評価値評価値評価値評価値    ＝（基礎点＋α）／入札価格＝（基礎点＋α）／入札価格＝（基礎点＋α）／入札価格＝（基礎点＋α）／入札価格            

                    ≦≦≦≦    基準評価値基準評価値基準評価値基準評価値    ＝＝＝＝    １００点／予定価格１００点／予定価格１００点／予定価格１００点／予定価格    

  ×××× Ａ社は、入札価格では上位だが、評価値がＢを下回る。 

 

  ○○○○ Ｂ社は、３つの要件をクリアし、評価値が最も高いので落札者となる。Ｂ社は、３つの要件をクリアし、評価値が最も高いので落札者となる。Ｂ社は、３つの要件をクリアし、評価値が最も高いので落札者となる。Ｂ社は、３つの要件をクリアし、評価値が最も高いので落札者となる。    



 34

 

（２）総合評価の方法（評価値の算出方法） 

 総合評価の方法には除算方式及び加算方式がある。除算方式と加算方式のいずれを

採用するかについては、各方式の長所・短所等を考慮し、発注者ごとに適宜、選定す

る必要がある。 

 

 ［除算方式］   

技術評価点 標準点（基礎点）＋加算点 
評価値 ＝ 

価 格 
＝ 

価 格 

    

 ［加算方式］ 

評価値 ＝ 技術評価点 ＋ 価格評価点 

 

【解説】 

 除算方式及び加算方式の長所・短所等を次表に示す。この表を参考に、適用する工

事の内容や地域性等から、総合評価方式を適宜選定する。 

 なお、加算方式における価格評価点及び技術評価点の算定方法にはいくつかの方法

がある。例えば、技術評価点については順位付けした上で、順位に応じた配点を付け

直す方法等もある。 

 

表  除算方式と加算方式の比較 

 除算方式 加算方式 

長 所 

・価格に対する技術力という評価値の

持つ意味が理解しやすい。 

・価格と技術力の指標の統一が不要。 

・技術評価点について標準点と加算点を分

けて考える必要がない。 

短 所 
・技術力の指標としての加算点の考え

方が難しい。 

・価格と技術力の単位を統一する必要があ

る。 

・技術力を貨幣換算するのは困難なため、

価格を評点化するのが通常であるが、価

格と技術力の重み付けの考え方が難し

い。 

備考 

・低い入札額の場合に、評価値に対す

る価格の影響が大きくなる傾向が

ある。（※） 

・価格評価点の算出方法の一例 

①１００×（１―入札価格／予定価格） 

②１００×最低価格／入札価格 

適用実績 

・国土交通省 

・北海道、静岡県、愛知県、三重県、

高知県、長崎県等 

・米国、英国等 

・東京都、長野県、福島市等 

（※）参考資料２参照。 
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（３）技術評価点の設定の考え方 

 工事特性に応じて、価格及び品質が総合的に優れた内容となるよう適切な点数設定

を行う。 

【解説】 

 現行の総合評価方式（除算方式）では、基本的に技術評価点（標準点＋加算点）に

おける標準点を１００点、加算点の満点を１０点と設定しているが、最も低い価格を

入札した者が落札者となる場合が多い状況を踏まえると、技術評価点の割合を高める

ことが望ましい。 

 

 

表  除算方式と加算方式における技術評価点の設定 

方式 評価値の算出方式 技術評価点の設定の考え方 

除算方式 
評価値＝ 技術評価点／価格 

   ＝（標準点＋加算点）／価格 

標準点を１００点、技術提案等に応じ

た加算点の満点を１０～５０点を標準

とする。 

加算方式 
評価値＝ 技術評価点 

     ＋ 価格評価点 

技術評価点の満点を１０～３０点を標

準とする。 

ここでは、価格評価点は以下で評価す

ることを想定。 

 

 １００×（１―入札価格／予定価格） 

 

（※）参考資料２参照。 
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３－３３－３３－３３－３    入札公告等の実施入札公告等の実施入札公告等の実施入札公告等の実施    

 入札公告等を実施するにあたっては、当該工事が総合評価方式の適用工事であるこ

とを明記し、性能等に関して求められる要求要件や評価基準、落札者の決定方法、提

出を求める技術資料等を明示しなければならない。 

【解説】 

 入札公告等に明記する標準的な事項は以下のとおりである。 

 

（ａ）総合評価方式の適用の旨 

（ｂ）入札の評価に関する基準 

①評価項目 

②評価基準 

・評価項目ごとの評価基準 

・評価項目ごとの最低限の要求要件 

③得点配分 

④その他評価に必要な事項 

（ｃ）入札の評価の方法（総合評価の方法） 

・性能等の評価に当たり、実地試験等を課す場合にはその実施内容や方法等 

（ｄ）技術資料の提出、手続きにおける対話の有無、現場説明会等の開催の有無、ヒ

アリング実施の旨（必要に応じて） 

（ｅ）評価内容の担保 

・技術提案内容の不履行の場合における評価内容の担保（再度の施工義務、損害

賠償等を行う旨） 

（ｆ）入札・契約手続の流れ（対話方式、二段階選抜方式等の場合を含む） 

（ｇ）その他（技術資料の提出様式等） 
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３－４３－４３－４３－４    技術審査技術審査技術審査技術審査    

（１）技術資料の審査・評価 

 企業から提出された技術資料の審査・評価にあたっては、提出資料の内容等の実現

性、有効性を確認することが必要であり、必要に応じてヒアリングを行う。 

  

（２）技術提案の改善 

 特に難易度が高い工事においては、技術提案に関する対話を行い、改善を求めるこ

とができる。 

 また、技術提案の審査の結果を踏まえて、最適案を決定し、予定価格を定めること

ができる。なお、この場合、学識経験者の意見を聴かなければならない。 

【解説】 

（ａ）技術資料及び配置予定技術者に係わるヒアリングの実施 

 発注者が必要があると認めるときは、提出された技術資料についてヒアリングを実

施する。なお、「施工の確実性」の評価として、発注者が必要があると認めるときは、

配置予定技術者を対象にヒアリングを実施する。 

 

（ｂ）技術資料の評価 

 技術資料の評価は、当該公共工事発注機関による公正、公平な審査を通じて適切に

行うものとする。また、当該審査に当たっては、全ての入札者に対して公平に実施し

なければならない。 

なお、地方自治体においては、発注者の審査・評価体制を鑑み、必要に応じて発注

者支援機関による支援等を求め、適切に評価することが重要である。 

発注者の評価体制については参考資料３に示す。 

 

（ｃ）審査委員会の開催 

 企業からの技術提案を評価する場合（領域ⅠまたはⅡの場合）、適宜学識経験者を加

えた審査委員会を開催し、審査するものとする。 

 

（ｄ）技術資料の採否の通知 

 技術資料の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せて技術資料を提出し

た企業に通知するものとする。その際、技術資料等が最低の要求要件を満たしていな

い場合には、その理由を付して行うものとする。 
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（ｅ）工事規模や施工上の技術的課題の難易度が特に大きい工事の場合 

 特に難易度が高い工事においては、技術提案に関する対話を行い、改善を求めるこ

とができる。 

 また、技術提案の審査の結果を踏まえて、最適案を決定し、予定価格を定めること

ができる。なお、この場合、学識経験者の意見を聴かなければならない。 
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４４４４．履行検証と評価内容の担保．履行検証と評価内容の担保．履行検証と評価内容の担保．履行検証と評価内容の担保    

 

（１）履行の確保と検証 

 落札者が提示した性能等の内容については、全て契約書（具体的には設計図書）に

その内容を記載することとし、その履行を確保する。 

工事の監督・検査に当たっては、評価した性能等の内容を満たしていることを確認

するものとする。 

【解説】 

（ａ）契約書における明記 

落札者が提示した技術提案等の内容については、契約書（具体的には設計図書（仕

様書を含む））にその内容を明記し、その履行を確保する。 

また、工事の検査において、契約書に記載してある評価した性能等の内容を満た

していることを全て確認できない場合は、当該工事の契約内容のうち、評価した性

能等についての履行に係わる部分は、工事完成後においても引き続き存続するもの

であり、その旨を契約書に明記しておく。 

 

（ｂ）工事監督の実施 

 施工中において、採用された施工計画及び技術提案に関する性能等が満足されてい

るか工事監督を行い、満足されていない場合には、履行するように指導する。 

 

（ｃ）工事完了後の検査 

 工事完了後において、提案内容の履行状況について検査する。 

 

（ｄ）工事完了後の事後評価の実施 

 道路の舗装工事において１年後の走行騒音を評価項目とした場合や、建築物の維持

管理費などライフサイクルコストを評価項目とした場合、評価項目の設定状況を踏ま

え、工事完了後の適切な時期に再度性能等についての事後評価を行う。 
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（２）評価内容の担保 

 性能等に関わる提案が履行できなかった場合で再度施工が困難あるいは合理的でな

い場合は、契約金額の減額、損害賠償等を行う。 

【解説】 

採用された技術的所見または技術提案の通りに施工がなされなかった場合は、それ

に伴い生じた実損害額に応じた契約金額の減額又は損害賠償請求を行うことものとす

る。 

また、工事の仕様を満足できなかったことについて、工事成績評定の減点対象とす

る。 

さらに、引渡後において、技術提案の不履行が確認された場合においても、再度施

行の義務等を課すとともに、工事成績評定の減点を行うものとする。 

 

表 技術提案内容の不履行に対する評価内容の担保の考え方 

引渡前 引渡後 

・修補請求（約款 31 条） 

・修補不可能な場合は、契約金額の減額又は

損害賠償の請求 

・工期遅延の場合には、履行遅滞に伴う損害

賠償の請求（約款 45 条） 

・いずれの場合も工事成績評定の減点 

・修補請求（約款 44 条） 

・修補が困難または合理的でない場合、損害

賠償の請求（約款 44 条） 

・いずれの場合も工事成績評定の減点 
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図  総合評価方式適用工事における履行検証と評価内容の担保の関係イメージ 


